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Ａ．　開発行為に係る森林（造成森林を除く）
Ｂ．　事業区域内において残置する森林（「残置森林」とする）
Ｃ．　事業区域内において造成する森林（「造成森林」とする）
※残置森林と造成森林を合わせて「残置森林等」とする（Ｂ＋Ｃ）

１．　原則として周辺部に残置森林を配置すること。
２．　開発行為をしようとする森林に占める残置森林等の割合はおおむね２５％以上であること。
３．　開発行為をしようとする森林に占める残置森林の割合はおおむね１５％以上であること。

例：開発行為をしようとする森林の面積の合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）が１０ヘクタールの場合
① 残置森林等（Ｂ＋Ｃ）　　１０ヘクタール×０．２５　＝　２．５ヘクタール以上必要
かつ

② 残置森林（Ｂ）　　 　１０ヘクタール×０．１５　＝　１．５ヘクタール以上必要

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

ＣＡ

Ａ～Ｃの定義については【参考１】と同じである。

１． 開発行為に係る森林の面積（Ａ＋Ｃ）が２０ヘクタール以上の場合は、原則として周辺部に
おおむね幅３０メートル以上の残置森林等（おおむね３０メートル以上の幅のうち一部又は
全部は残置森林とする）を配置する。

２． 開発行為に係る１か所当たりの面積（Ａ）は、おおむね２０ヘクタール以下とする。
３． 事業区域内にＡを複数造成する場合は、その間に幅おおむね３０メートル以上の残置森林等

を配置する。

例：造成森林を除いた開発行為に係る森林（Ａ）の面積の合計が３０ヘクタールの場合
①　開発行為に係る森林の周辺部におおむね幅３０メートル以上の残置森林等を配置する。
（そのうち一部又は全部は残置森林とする）

②　１か所当たりの開発行為に係る面積をおおむね２０ヘクタール以下にする。
　　※左図の場合、Ａ１とＡ２はそれぞれおおむね２０ヘクタール以下であること。
③　Ａ１とＡ２の間に幅おおむね３０メートル以上の残置森林等を配置する。

Ｂ

Ｃ1

Ｃ2

Ａ2Ａ1

幅おおむね30m以上

幅おおむね30m以上

46



47



48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



61



62



63



          2k

                       

      2k

             -1 30min

.

           (t1)

2,500m 45m

. 1/50

 4.5  2.2
0.8  0.9k  0.6k  0.6k 0.4k

 0.2k

64



65



66



67



68



� � �

� �

�

�

�

�

� �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

69


	表紙
	目次
	１　森林法（抄）
	２　森林法施行令（抄）
	３　森林法施行規則（抄）
	４　長崎県林地開発許可事務処理要領（抄）
	５　林地開発協議関係
	林地開発協議に要する書類一覧表
	付・様式１　協議書図書目次（例）
	事務処理様式第14号　林地開発協議書
	協議様式第１号　事業計画書
	協議様式第２号の１　開発行為をしようとする森林面積の内訳表
	協議様式第２号の２　開発行為をしようとする森林の所有者等一覧表
	協議様式第３号　開発行為をしようとする森林以外の所有者等一覧表
	協議様式第４号　排水施設計画流量計算書
	協議様式第５号　工事工程表
	事務処理様式第15号　林地開発（変更）協議回答書
	事務処理様式第16号　林地開発変更協議書
	事務処理様式第17号　林地開発協議変更届
	事務処理様式第18号　林地開発協議（着手・完了・中止・再開・廃止）届
	事務処理様式第19号　林地開発協議箇所の災害発生届

	６　林地開発行為の許可基準
	第１　一般的事項
	第２　災害防止の要件（法第１０条の２第２項第１号関係）
	(１)  土砂の移動量
	(２)  切土、盛土、捨土関係
	(３)　切土、盛土、捨土の技術基準
	(４)  擁壁、法面関係
	(５)　擁壁、法面の技術基準
	(６)　えん堤関係
	(７)  えん堤等の技術基準
	(８)  排水施設関係
	(９)  排水施設の技術基準
	(10)  洪水調整施設関係（その１）
	(11)  洪水調整施設の技術基準
	(12)  その他
	(13)  設計雨量強度における降雨量変化倍率の適用
	(14)　仮設防災施設の設置等
	(15)　仮設施設の維持管理

	第３　水害防止の要件（法第１０条の２第２項第１号の２関係）
	(1)  洪水調整施設関係（その２）
	(2)  洪水調整施設の技術基準

	第４　水資源確保の要件（法第１０条の２第２項第２号関係）
	(1)  水資源確保関係

	第５　環境保全の要件（法第１０条の２第２項第３号関係）
	(1)  残置森林関係
	(2)  残置森林等の技術基準
	(3)  表７、表８の説明

	第６　太陽光発電設備の設置を目的とした開発行為について
	第７　作成の参考、資料
	(1)  マニングの粗度係数（ｎ）
	(2)  河川計画について
	(3)  洪水調整地等の設置計画の考え方
	(4)  河川管理者との調整 




